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１．企業概要
	組織名
	

	代表者
役職・氏名
	

	連絡先
	Tel:　　　　　　　　　　　Fax:
E-Mail:

	本社所在地
	〒


	設立年月日
	西暦　年　月　日
	決算月
	

	資本金
	千円
	従業員数
	人

	事業内容
	

	
	

	経営の状況
	令和●年度の
決算額
	令和●年度の
決算額
	令和●年度の
決算額

	売上高
	千円
	千円
	千円

	営業利益
	千円
	千円
	千円

	経常利益
	千円
	千円
	千円

	当期純利益
	千円
	千円
	千円

	純資産
	千円
	千円
	千円

	総資産
	千円
	千円
	千円

	借入金
	千円
	千円
	千円

	減価償却費
	千円
	千円
	千円

	主な出資者
（出資比率）
	○○（▲％）
◆◆（▲％）











２．整備予定施設の概要
	施設の名称
	

	希望敷地面積
	㎡
	建築面積
	㎡

	希望着工年月日
	令和　　年　　月　　日

	業種分類
	　　　○○業　　※日本標準産業分類による

	希望立地場所
	（立地希望産業団地名）

	総投資額
	（概算）

	調達金額
	（概算）

	自己資金
	（概算）

	主な商品・サービス等
	

	雇用人数
	初年度　　　人
	5年目　　　　人
	10年目以降　　人



３．事業詳細
　製品の概要、用途、作業内容、製造工程など具体的に記載してください。
※製品概要のパンフレットや製造ラインの設計図面などがあれば添付し　てください。
	









４．インフラ設備利用計画
　　電力の供給電圧と想定使用量、上水道想定使用量、井戸掘削予定について記載してください。







５．敷地内整備計画
事務所、工場、排水処理施設等の整備計画を具体的に記載してください。
	









※　建屋配置の計画図面（イメージ）があれば添付してください。

６．本事業の将来性
将来の需要見込みや売り上げや利益予測など、収支計画を含め具体的に記載してください。
	　













７．環境影響対策
福島県生活環境の保全等に関する条例（平成八年七月十六日福島県条例第三十二号）（以下「県条例」という）の各規定を遵守していただきます。以下の項目について該当の有無及び個別対策を記載してください。

１）排水処理対策
	①県条例第２７条各号に規定する施設等の該当有無
	有　・　無

	該当有りの場合には、県条例第３０条に基づき県知事への届出が必要になります。
＜必要書類＞
一　氏名又は名称及び住所ならびに法人にあってはその代表者の氏名
二　工場又は事業場の名称及び所在地
三　排水指定施設の種類
四　排水指定施設の構造
五　排水指定施設の使用の方法
六　汚水等の処理の方法
七　指定事業場排出水又は特定事業場排出水の汚染状態及び量
八　その他規則で定める事項

　これら届出書類と同じものを町にも提出してください。



	②制度要件に関わらず講じる個別対策
　






２）騒音対策
	①県条例第６１条に規定する施設の該当有無
	有　・　無

	該当有りの場合には、県条例第６４条に基づき県知事への届出が必要になります。
＜必要書類＞
一　氏名又は名称及び住所ならびに法人にあってはその代表者の氏名
二　工場又は事業場の名称及び所在地
三　騒音指定施設の種類ごとの数
四　騒音の防止の方法
五　その他規則で定める事項

これら届出書類と同じものを町にも提出してください。




	②制度要件に関わらず講じる個別対策
　





３）振動対策
	①県条例第７５条に基づく福島県振動防止対策指針第２条に規定する施設の該当有無
	有　・　無


	　該当有りの場合には、同指針第４条に規定する基準に準拠してください。







	②制度要件に関わらず講じる個別対策






４）悪臭対策
	①県条例第７７に基づく福島県悪臭防止対策指針第４条に規定する基準に準拠するために講じる個別対策






５）その他
　敷地内における緑地整備等の計画や、敷地内外での交通事故等防止対策として講じようとする対策を記載してください。
	





　※講じようとする対策について、その設備の概要や設置箇所などわかる図面を添付してください。
７．脱炭素への取り組み
　本事業計画で検討している事項があれば記載してください。
	









８．地域貢献策
　地域の課題解決等、貴社が貢献できる点を自由に記載してください
	











· 注意点
・本企業立地計画書の提出は産業団地への立地希望表明として取り扱うものであり、入居を約束するものではありません。
・産業団地の供用は本企業立地計画書から総合的に判断し決定しています。申し込み順ではありません
6

